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1. 前回の有識者検討会の振り返り

2. 論点と仮説の共有及び議論

3. 今後のスケジュール
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有識者検討会（第6回）議事次第
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有識者検討会（第６回）の目的

本会議の目的

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」、「アジャイル開発採用
チェックリスト（案）」及び「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向け
たロードマップ（案）」に対するインプットとして、以下3点に関して
有識者の方からご意見をいただくこと

✓ 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
✓ スクラムチームに対する評価
✓ デジタル庁におけるアジャイル開発体制

有識者検討会（第６回）（以降、本会議）では、以下を目的としております。
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１．前回の有識者検討会の振り返り
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1-1. 前回の開催日とアジェンダ

前回、第５回有識者検討会（12月24日（水）開催）では、「アジャイル開発チームの支援体制」という

テーマで議論していただきました。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

前
回



論点①では、官公庁※1でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン※2について議論していただ

きます。

2-2. 論点①：官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン（1/3）
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• 上記を踏まえ、2014年にJoseph Yodar氏らが整理した「QA※4 to AQ※4」というアジャイル品質の考え方と推奨される活動パターン集を参考
としつつ、以下の３点について議論していただきたい。なお、デジタル庁内部にクオリティサポートのチームが存在する。※5

• 担保すべき品質基準自体はウォーターフォール開発とアジャイル開発で変わらない想定のため、品質の作りこみ方について議論していただきたい。

（A）官公庁※1におけるアジャイル開発の品質保証に関する重要パターンの特定
• 「QA※4 to AQ※4」の「品質のアジャイルなあり方」について、官公庁※1における情報システム調達・開発において、アジャイル開発の品質保証の

観点から特に品質向上に効果的かつ着手優先度が高いと想定されるパターンはどれか。

（B）（A）以外の品質保証パターン
• これまでのアジャイル開発に関するご経験を踏まえ、「品質のアジャイルなあり方」に記載されているパターン以外で、品質保証の観点から追加
した方がよいと考えるパターンがあれば、ご共有いただきたい。

（C）（A）（B）を実施する際に工夫されていた点
• 上記（A）や（B）を実施する際に工夫されていた点についてご共有いただきたい。

論点

※1 ここでいう官公庁は国の機関のみを指すものであり、地方自治体は対象外とする
※2 パターンとは、「こういう問題はこうして解決すると良い」という考え方のことを指す
※3 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※4 QAはQuality Assurance（品質保証）、AQはAgile Quality（アジャイル品質）を指す
※5 「デジタル庁様 VALTESサービスサイト」を参照

• 論点（A）に関連して、P.17に「品質のアジャイルなあり方」の一覧と、実施優先度が高いと考えるパターン案を記載。仮説

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※3では、アジャイル開発の品質保証についての言及はなかった。他方、「アジャイル開発はスピード重視
のため品質が犠牲になる」と誤解されることが多く、今後アジャイル開発に取り組むデジタル庁職員においても同様の誤解を抱くおそれがある。

• アジャイル開発では、システム開発の各開発工程終わりのレビューや、V字モデルにおける後半のテスト工程を通じて品質を担保するのではなく、
スプリント単位で作成されるプロダクト（インクリメント）の品質を作りこむことが基本となる。そのため、むしろ品質の向上が期待される。

• もっとも、こうした品質の作りこみ方は、システム調達・開発を担うデジタル庁職員にとって具体的なイメージが付きにくいことが想定される。
• 以上を踏まえ、「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」では、官公庁においてアジャイル開発を実施する際の品質の作りこみ方について

推奨事項として記載するのが良いのではないかと考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

前回検討会資料より再掲



論点①では主に「外部品質」、「内部品質」に対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（1/3）
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第５回有識者検討会の論点①のサマリ 今後の対応（案）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）
（以降、「ガイドブック」という）」に
外部品質向上の取組例として「ユーザーテスト
※1」に関して記載する。

• 外部品質の向上にはユーザーテスト※1の早期実施が重要である。（杉井様）
• スプリントレビューの参加者はステークホルダー等であり、必ずしも本当の

ユーザーではないので、スプリントレビューとは別で実際のユーザーやそれに
近い人に触ってもらう、ユーザーテスト※1を実施することが重要である。
（杉井様）

外部品質

• 一般的に組織変革を伴う品質保証パターンは官公庁では導入が難しいが、
デジタル庁内に品質を所管する部門が存在するのであれば、導入可能性はある。
（岡島様）

• 内部品質向上の本質はスクラムチームの技術力を高めることであり、自動
テスト（性能、セキュリティ）をCI/CD※2パイプラインに組み込むことで、
品質劣化の早期発見が可能である。（佐野様）

• 調達時に「品質チェックリスト」を用いて、発注側の品質に関する期待値を
伝えることで、ベンダーの技術力を図ることが可能（佐野様）

• 「QAを含むOne Team」と「品質スプリント」の組み合わせが有効だと
考える。（杉井様）

• プロジェクト担当者のドメイン（副次的な知識（会計や人事等の利用者の業務
領域に関する知識、開発に要する技術への具体的な理解））知識不足はテスト
漏れに繋がるおそれがある。（杉井様）

内部品質

• ガイドブックに内部品質向上の取組例として
以下を記載する。

✓ QAを含むOne Team
✓ 品質スプリント
✓ 品質チェックリスト
✓ できるだけ自動化

• 左記のプロジェクト担当者はデジタル庁職員
（プロダクトオーナー）と想定され、ガイド
ブックや「アジャイル開発採用チェックリスト
（案）」にプロダクトオーナーの選定条件とし
て以下を含める予定のため、対応不要の想定。

✓ プロダクトに関する副次的な知識（会計
や人事等の利用者の業務領域に関する
知識、開発に要する技術への具体的な
理解）を有している

※1 ユーザーテストとは、実際の利用状況を実験的に再現した状況下、ユーザーに特定のタスクを実行するように依頼し、タスクの実行過程を観察する手法
※2 Continuous Integration（継続的インテグレーション）とContinuous Delivery（継続的デリバリー）の略



論点②では、デジタル庁におけるアジャイルCoEの位置付け・機能・役割・フェーズ別運用について

議論していただきます。

2-3. 論点②：デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用（1/4）
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• デジタル庁内において、情報システム調達・開発時にアジャイル開発を選択肢の1つとして採用可能な環境を整備するためには、
デジタル庁内でアジャイルCoEを設置することが有効だと考えられる。その上で、以下の３点について議論していただきたい。

（A）アジャイルCoEの機能
• デジタル庁においてアジャイルCoEを設置するとなった場合、アジャイルCoEはどういった機能を持つべきか。
実際にアジャイルCoEを設置したご経験があれば、そういった点を交えてご説明いただきたい。

（B）アジャイルCoE内の役割
• アジャイルCoEにおいて、（A）で挙げられた機能を実現するために、どのような役割（例：アジャイルCoEリーダー※3等）を配置すべきか。
• また、役割を果たすためにはどのような属性、専門性や職務経験を有する人材を配置することが望ましいか。

（C）アジャイル開発成熟度フェーズ※4に応じたCoEの運用
• デジタル庁におけるアジャイル開発成熟度フェーズにはアジャイル開発案件創出フェーズ、アジャイル開発案件拡大フェーズ、アジャイル採用定着

フェーズの3フェーズが存在する想定だが、フェーズごとにアジャイルCoE内のどの役割がどういったことを実施すべきか。

論点

• 第２回有識者検討会の論点③「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討 」で有識者の方からアジャイルCoEの設
置が重要だとの提言があった。また前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1においても「アジャイル推進チーム」を設置する旨の提言があった。

• 上記を踏まえ、「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」のチェック項目として整理することが適切と考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• アジャイルCoEとはアジャイル開発に関する様々な支援を目的としたアジャイル開発等に関する専門知識や経験を有した人材で構成された組織体。
アジャイルCoE

の定義※2

仮説 • P.22～P.25に論点（A）～（C）に対する仮説を記載。

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 あくまでも今回の有識者検討会におけるアジャイルCoEの定義であることに留意
※3 アジャイルCoEリーダーの詳細については、P.24に記載
※4 各フェーズの詳細については、P.25に記載

前回検討会資料より再掲



論点②では主に「アジャイルCoEの機能」、「アジャイルCoEの役割」、「アジャイルCoEの運用」に

対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（2/3）
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第５回有識者検討会の論点②のサマリ 今後の対応（案）

• 「情報システム調達の目指すべき姿※」に
おける「①機動的・柔軟な調達手続きの改善」が
アジャイル開発の採用目的に該当するため、特段
対応は不要と想定。

• また、CoEとしての目標値や目標達成に向けた
プロセスは令和８年度以降にCoEを組成する際の
準備期間で検討することを想定。

• 官公庁においてアジャイルCoEを拡大（人員増員等）していく際は、アジャイル開発
の採用目的やアジャイルCoEとしての目標値を明確にした上で、人数拡大の根拠を
説明する必要がある。そのためアジャイルCoE組成時は、
アジャイル開発の採用目的やCoEとしての目標値（KPI等）や目標達成に向けた
プロセスの明確化が重要である。（木村様）

アジャイルCoE
の運用

• デジタル庁職員の異動周期を考慮すると、アジャイルに詳しい人材を常にアジャイル
CoEに配置し続けるのは難しいと想定。（佐野様）

• アジャイルCoEの役割として、人材育成と伴走支援は分けて考えるべきである。
（杉井様、岡島様）

アジャイルCoE
の役割

• 以下のとおりアジャイル開発専門性が高くなくても
人材育成などの役割は担える。CoE内で他のアジャ
イルコーチ等と協働し、専門性を高める対応を想定。

• ガイドブックにおけるアジャイルCoEの役割として、
人材育成と伴走支援は分割して記載。

✓ 人材育成：アジャイル開発の専門性が高くなくても実施可能
✓ 伴走支援：アジャイル開発の高度な専門性が求められる

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」(以降、
ガイドブック)にアジャイルCoEの機能として、「デジ
タル庁内でアジャイルに関する普及・認知拡大に向け
た活動（広報活動 等）を行う」という要素を加える。

• 「現場の実行支援部隊」という要素は既にアジャイル
CoEの機能の1つとして定義していた伴走支援に該当
するため、特段対応は不要と想定。

• アジャイルCoEを成功させるためには、CoEメンバーのスキルや経験に加え、組織内
でアジャイル開発を広めようとする熱意や、組織内でアジャイル開発の広報活動が
必要である。（杉井様、岡島様）

• アジャイルCoEの機能は時代と共に変化している印象。従来のCoEは特定の領域を組
織内に広める専門組織の側面が強かったが、現在はそれだけでなく、現場の実行支援
部隊の側面が強い。また、現場との関わり方が非常に難しくなっている。（佐野様）

アジャイルCoE
の機能

※ 「デジタル庁情報システム調達改革検討会 最終報告書 簡易版」のP.3に記載 



論点③では、アジャイル開発におけるシステム監査について議論していただきます。

2-4. 論点③：アジャイル開発におけるシステム監査
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• アジャイル開発においてシステム監査を実施する際に、スクラムチーム（アジャイル開発においてシステム監査を受ける立場）として、
開発プロセス面で留意すべき観点について共有いただきたい。

• 特に、工夫されている点（監査証跡として保管していた内容等）等あれば、ご共有いただきたい。
論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発のシステム監査についての言及はなかった。
• 他方、変化の激しい環境においては、システム監査は従来の文書中心・事後型からデータ駆動かつリアルタイムにシステム開発
プロセスに組み込む形に転換することが求められている。

• 上記を踏まえ、システムの信頼性やセキュリティ等の担保状況を確認する「プロダクト」に対する監査はアジャイル開発特有のもので
はないと考えられる一方、開発自体の進め方が適切かを確認する「開発プロセス」に対する監査については、ウォーターフォール開発
とアジャイル開発で進め方が大きく異なることから整理が必要である。

• そのため、「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」ではアジャイル開発におけるシステム監査のうち、特に開発プロセスに
関する留意点を整理することが適切であると考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

仮説

• アジャイル開発（スクラム）でのシステム監査において開発プロセス面で留意すべき観点は以下のとおり。

※1「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 プロダクトバックログアイテムが完成したかどうかを判断する基準
※3 Continuous Integration（継続的インテグレーション）とContinuous Delivery（継続的デリバリー）の略

監査観点 監査対応

役割と責任の明確化 スクラムの各ロール（プロダクトオーナー、スクラムマスター、開発者）に明確な責任範囲がある

開発着手要件の明確化 準備完了の定義を定め、定義を満たすプロダクトバックログアイテムをスプリントに取り込んでいるか

変更管理 プロダクトバックログの更新とスプリントプランニングにより変更を記録する

成果物のレビュー スプリント単位でインクリメントを受け入れ、レビュー結果をプロダクトバックログアイテムに反映する

リスク管理 スプリント単位で漸次的に開発を行うことでリスクを早期に発見・対応できるようにする

リリース管理 完成の定義※2、CI/CD※3パイプラインによる制御を行う

前回検討会資料より再掲



論点③では主に「システム監査」に対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（3/3）
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第５回有識者検討会の論点③のサマリ 今後の対応（案）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック
（案）」にシステム監査対応として以下のよう
な観点を追加。

✓ スクラムイベントの議事録作成
✓ 開発ルール文書等へのブランチ戦略の

明文化
✓ エピックごとの稼働工数管理
✓ アーキテクチャ決定レコード（ADR）の

作成

• 実際にシステム監査を受けた経験はないが、ガバナンスやトラブル防止の観点
で、「いつ、誰が、どこで、何をしたか」の記録（意思決定メモや議事録）を
保持していたことはある。（杉井様）

• 「非ウォーターフォール開発※1」に関する契約書に記載の「連絡協議会」
においては議事録を残す運用としていた。（杉井様）

• スクラムチームをうまく機能させるための取り組み（プロダクトオーナーやス
クラムマスター等の責任分担明確化や「完成の定義」等の策定）が結果として
監査対応にもなると考える。（佐野様）

• 以下のようなアプローチは証跡管理として有効だと考える。（佐野様）
• 「エピック※2」ごとに稼働工数（費用）を紐づけて管理。
• アーキテクチャ決定レコード（ADR）を全て残し、「なぜアーキテク

チャを変更したか」を追えるようにする。
• 上記とGitのログを突合することで、費用、意思決定、成果物（コード）

の関連性を説明。

システム監査

※1 非ウォーターフォール開発に関しては、IPAが過去に実施した事業である「エンタプライズ系事業/非ウォーターフォール型開発」を参照
※2 エピックとは、1回のスプリントでは終わらないテーマ性をもった価値のまとまりを表したもの
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２．論点と仮説の共有及び議論
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2-1. 本会議のアジェンダ

本会議は「大規模アジャイルにおけるポイント、アジャイル開発実践の評価、デジタル庁アジャイル

開発体制」というテーマで議論していただきます。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

今
回



論点①では、大規模アジャイル開発実践におけるポイントについて議論していただきます。

2-2. 論点①：大規模アジャイル開発実践におけるポイント（1/2）
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• アジャイル開発は小さく始めることがセオリーであり、一般的に開発規模が大きくなる（連携するチーム数が増える）ほど、コミュニケーションの
コスト増大等、アジャイル開発を阻害する要因は増え、プロジェクトの成功率は下がる傾向にある。※2

• 一方で、民間企業ではScrum@ScaleやLeSS等のスクラムを基にした大規模アジャイルフレームワークの実践例も存在しており、デジタル庁の
大規模なシステム開発においてもアジャイル開発の実践は不可能ではなく、開発規模の上限もないと考える。※4

• そのため、大規模なシステム開発におけるアジャイル開発実践に向けたポイント及び施策について幅広くご意見を伺いたい。
✓ このチーム数以上になると、格段に成果創出が難しくなる等のご経験がある場合は、ぜひご共有いただきたい。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、1チーム10名以上存在している、また３チーム以上多くのチーム連携を必要とする場合は
アジャイル開発の適用の有用性が低い/難易度が高いと記載されている。

• また、過去デジタル庁内でヒアリングを実施した際に、「一時的な利用を想定したものや、短期間で役目を終えるようなもので、比較的小規模な
システムの開発であれば、アジャイルによる合意形成は比較的簡単であり、成功する確率が上がる。一方、デジタル庁の経験を踏まえると、全工程
をアジャイルとする場合、開発は２～３億円が適正規模であり、７～８億円を超えると危険。１チーム（スクラム）７，８名で、２，３チームで
進める前提で、おおむね20～30名の人員規模が限界か？」といった意見があった。

• 大規模なシステム開発におけるアジャイル開発プロジェクトの成功率は低い※2とされており、当該規模のシステム開発においてアジャイル開発の
採用することは原則として推奨しない※3。一方、例外的にアジャイル開発を採用する場合に備え、その成否に大きく影響するポイントを明確化し、
「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」に記載する必要があると考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 複数チームが連携して成果をあげるためには、以下2つの要素がポイントであると考える。（詳細は次頁に記載。）
① 各チームが独立して利用者へ価値を提供できる状態（チーム間の依存関係が極力排除されている状態）
② 各チームが互いに連携できる状態（チームがプロダクトの目指す姿の実現に向けて有機的に連携できている状態）

• 上記2つの要素以外のポイントもあれば挙げていただきたい。

仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2「CHAOS Report 2015」を参考に記載
※3 成果を上げていないチームが大規模アジャイル開発を実践することは推奨しないが、成果を継続的に上げているチームが徐々に拡大していく場合には大規模アジャイル開発が上手くいくケースもある
※4  民間企業では100名を超える規模でアジャイル開発を実践されていた事例もある（詳細は参考文献一覧を参照）

• ３チーム以上が連携して開発を行う必要のあるシステム開発
※１チームあたり10名以下のスクラムチームを想定

大規模な
システム開発

の定義



大規模なシステム開発におけるアジャイル開発実践のポイントは、「①各チームが独立して利用者へ

価値を提供できる状態」、「②各チームが互いに連携できる状態」の2つであると考えます。

2-2. 論点①：大規模アジャイル開発実践におけるポイント（2/2）

15※1 Nexusフレームワークにおける、Nexus統合チームの役割を参考に記載

※2 Scrum@Scaleフレームワークのメタスクラムを参考に記載。開発初期など各チームだけで連携が難しい場合は、PMOやアジャイルCoEが支援に入ることを想定

• プロダクトを「より小さな領域、かつ単独で利用者価値を提供できる」単位で分割し、
分割後の単位において、独立して利用者へ価値を提供できるようにする

例：基幹システムにおいて職員情報管理、人材開発の業務領域単位でプロダクト分割を行う
※ フロントエンド、バックエンド、インフラ等のレイヤーごとに分割しないように留意する
（チーム単体で利用者価値が提供できなくなってしまうため）

• 【公開】オープンチャット上でのコミュニケーションや質問を開発実施時の基本とする
• 【確約・集中】システム開発目的や目指す姿を明文化し、チーム間で優先順位の認識を

合わせる
• 【尊敬・勇気】各チームのスプリントレビューに他チームのメンバーが参加をして互いに

率直なフィードバックを行う

• 開発に携わる全チームがアクセスできるチャットルームの作成や共有フォルダの作成等を
行い、情報の透明性を上げる

• 各スプリント単位で各チームのプロダクトの結合に責任を持つ役割※1を設ける
• 各チームのプロダクトオーナー同士の同期、認識合わせを目的としたイベントが設計されて

いるイベント内でプロダクトビジョンや組織のビジネスを踏まえた方向性の統一を図る※2

条件を満たすための施策（案）

②各チーム
が

互いに連携
できる状態
をつくる

ポイント
（課題解決の方向性）

①各チーム
が

独立して
利用者へ価
値を提供で
きる状態を
つくる

プロダクトが
分割可能で、

分割単位が疎結合
である

チーム間で
心理的安全性が
確保されている

※スクラムの５つの価値
基準をもとに施策を検討

チーム間で
連携するための

仕組みが
機能している

ポイントを
実現するための条件

各チームで
必要な

ケイパビリティが
発揮できる

• 生成AI等の外部の専門スキルが新たにチームに必要になった場合は下記の対応を行う
✓ チーム外の専門スキルを持った人からいつでも支援を受けられる体制づくりを行う
✓ 専門スキルをもったメンバーをチームに新規にアサインする。チーム外の専門スキル

を持った人とスクラムチームのメンバーが協働することで、少しずつ既存メンバーへ
のスキルトランスファーを図る

仮
説

大規模アジャイル開発で
想定される課題

• チーム間の依存関係が
強く、お互いにタスク
の対応待ちが発生する

• その結果、各チームと
も開発が想定よりも
進まない

• 各チームが個別最適に
開発を進めてしまう

• その結果、組織やプロ
ダクトとして全体最適
な開発が進められず
成果があがらない



論点②では、スクラムチームに対する評価について議論していただきます。

2-3. 論点②：スクラムチームに対する評価（1/3）
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• スクラムチームに対する評価に関して、以下2点について議論していただきたい。

（A）評価項目
• アジャイル開発においてスクラムチームを評価するに当たって確認すべき観点としてどういったものが想定されるか。
• また、上記で挙げられた観点を満たすための評価項目としてどういったものを取るべきか。
• さらに、各評価項目に係るデータの具体的な取得方法（スプリントレビューでのヒアリング等）についても議論していただきたい。

（B）評価プロセス
• 評価主体として、どのような組織・立場のメンバーが担うのが望ましいか。
• 評価を実施する適切なタイミングや頻度はどの程度が望ましいのか。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、スクラムチームに対する評価方法への言及はない。
• 他方、アジャイル開発では利用者に対して継続的に価値を届けることが重要であるため、アウトプット（成果物）に対する評価ではなく、 
アウトカム（成果）に対する評価というように、スクラムチームに対する評価の考え方を変える必要がある。

• 特に官公庁のシステム調達は営利目的でなく、公共性が求められることから、民間企業のように収益性や売上額等のビジネス視点での評価が困難
である。そのため、官公庁におけるアジャイル開発を実施する際の評価の枠組み※2について整理することが求められる。

• そこで、アジャイル開発におけるスクラムチームに対する評価の考え方を明確にするため、 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」に
スクラムチームに対する評価項目や評価プロセスについて記載するのが良いと考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 論点②で取り扱うスクラムチームに対する「評価」は、給与を決めるための人事評価を指すのではなく、スクラムチームがプロダクトの想定利用者
に対して「どんな価値」が「どれだけの速さ」で提供できるか、その「効果はどうだったか」を測るための評価を指す。

評価の定義

• P.17に論点（A）、P.18に論点（B）に対する仮説を記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 評価の枠組みは実施するプロジェクトの特性に合わせて、各スクラムチームが自ら設定することが望ましいが、一定の参考情報は用意しておくことが重要であると考える



論点②（A）に対する仮説は以下のとおりです。

2-3. 論点②：スクラムチームに対する評価（2/3）

論点②（A）
に対する
仮説

• 評価する目的としては、プロダクト改善と、プロセス改善が考えられる。
• それらの目的を踏まえると、以下のような評価項目が考えられる。

（A）評価項目
• アジャイル開発においてスクラムチームを評価するに当たって確認すべき観点としてどういったものが想定されるか。
• また、上記で挙げられた観点を満たすための評価項目としてどういったものを取るべきか。
• さらに、各評価項目に係るデータの具体的な取得方法（スプリントレビューでのヒアリング等）についても議論していただきたい。

論点②
（A）

※1 システムやアプリケーションの内部状態を外部から可視化・分析するためのツールを指す
※2 ユーザーストーリーやフィーチャ、その他の作業の大きさをあらわす単位
※3 チケットでタスクを管理するツールを指す
※4 ソースコードに対する変更を追跡して管理するツールを指す

プロダクト
改善

プロセス
改善

プロダクト価値

システム
パフォーマンス

チーム
パフォーマンス

ベロシティ

スプリントゴール
達成率

変更のリードタイム

デプロイ頻度

プロダクト固有の
メトリクス

政策目的との整合性

• 利用者にプロダクトの価値を提供できていること
を示す指標（アクティブユーザー数 等）

• 本番環境での障害からの回復にかかる平均時間平均復旧時間(MTTR)

変更失敗率 • 新機能の本番投入に伴って発生したバグの数

• 開発チームが1回のスプリントで完了した
ストーリーポイント※2の合計値

• スプリントで定義したスプリントのゴール達成度

• 新機能が定義されてから利用者に届くまでの時間

• 本番環境へのリリース頻度

• プロダクトゴールと政策目的の整合性

評価の目的 確認すべき観点 評価項目 評価項目の詳細 取得方法例

• オブザーバビリティ
ツール※1

• チケット管理ツール※3

• コード管理ツール※4

• スプリントレビューで
のヒアリング

17



• 評価主体としては以下の2つが想定され、双方からの評価が望ましい。※1

• また、各評価主体が評価するタイミングとしては以下のような形が想定される。

18

論点②（B）に対する仮説は以下のとおりです。

2-3. 論点②：スクラムチームに対する評価（3/3）

論点②（B）
に対する
仮説

（B）評価プロセス
• 評価主体として、どのような組織・立場のメンバーが担うのが望ましいか。
• 評価を実施する上で、適切なタイミングとして望ましいのはいつか。

論点②
（B）

評価主体 評価タイミング

※1 アジャイルコーチやアジャイルCoEが不在（設置できていない、外部委託できない等）の場合、PMO（Portfolio Management Office）が第三者視点でスクラムチームの評価をすることを想定
※2 スプリントレトロスペクティブでプロセス改善の指標を確認し、スプリントレビューでプロダクト改善の指標を確認することを想定

評価主体 選定理由

スクラムチーム自身 • 最も現場に近く、スクラムチームの作業状況や技術的課題等を深く把握しているため

アジャイルコーチ/
アジャイルCoE

• 豊富なアジャイル開発経験に基づき、第三者的視点から評価できるため

• 原則、スプリント※2ごとに実施、難しい場合は1か月ごとに実施スクラムチーム自身

アジャイルコーチ/
アジャイルCoE

• 1か月～3か月ごと実施
※ただし、チームの状況に応じて柔軟に設定可能



論点③では、デジタル庁におけるアジャイル開発体制について議論していただきます。
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• アジャイル開発における適切な体制は一括りにはできず、プロジェクトの特性や状況に応じて最適な体制は異なると考えられる。
• そこで、論点③ではデジタル庁で実施するプロジェクトとして想定される2つのパターンを整理した上で、各パターンにおいて
アジャイル開発を効果的に進めるための体制における役割、想定タスク、想定担当者、想定人数の案を検討いただきたい。

✓ パターン①：新規プロダクトとして、小規模なWebアプリを開発するプロジェクト

✓ パターン②：他のスクラムチームと連携しながら、基幹システムを開発するプロジェクト
（開発対象としては特定の一つの領域（会計、人事等）をスクラムチームが開発を担うことを想定）

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※では、「デジタル庁内メルクマール運用準備体制（案）」としてアジャイル開発実施の
体制に関して記載されている。

• また、第4回有識者検討会における論点①「プロダクトオーナー選定条件と育成施策」では、プロダクトオーナーの選定条件に関する
議論が行われた。当該議論ではプロダクトオーナーの選定条件に留まらず、プロダクトオーナー補佐等といったプロダクトオーナーの
支援体制のあり方についても意見が交わされた。

• 上記の内容を踏まえ、プロダクトオーナーの支援体制を含めた、デジタル庁におけるアジャイル開発体制について「アジャイル開発採
用基準ガイドブック（案）」に記載するのが良いと考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• P.20にパターン①、P.21にパターン②に対する仮説を記載。仮説

※ 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す



• 概要：新規プロダクトとして、小規模なWebアプリを開発するプロジェクト
• 利用者：国民
• 他スクラムチームとの連携：不要
• スクラムチームのメンバー：６～８人

論点③におけるパターン①に対する仮説は以下のとおりです。

2-4. 論点③：デジタル庁におけるアジャイル開発体制（2/3）
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仮説

パターン①

パターン①におけるデジタル庁アジャイル開発体制（案）

＃ 役割 想定タスク 想定担当者※1 想定人数

1
プロダクト
決裁責任者

• 予算管理
• リリース計画に対する承認

• デジタル庁
企画官/参事官

１名

2
プロダクト
オーナー
（PO）

• プロダクト決裁責任者等との調整
• リリース計画の作成
• プロダクトゴールの策定
• プロダクトバックログ作成
• プロダクトバックログアイテム（PBI）

の優先順位決め
• プロダクト改善のための情報収集※2

• デジタル庁
参事官補佐/係長

１名※1

3
プロダクト

オーナー補佐
（PO補佐）

• PBIの作成及び修正（分割・詳細化等）
• POに対するコーチング
• POと開発者の仲介役※3

• PBIの受け入れ対応※4

• デジタル庁職員/
ベンダー
(スクラム経験者必須)

１名

4
スクラム
マスター
（SM）

• 一般的なスクラムマスターと同様※5
• デジタル庁職員/

ベンダー
(スクラム経験者が望ましい)

１名

5 開発者 • 一般的な開発者と同様※5 • デジタル庁職員/
ベンダー

３～５名

6 アジャイルCoE
• ガバナンスや人材育成等の観点で

スクラムチームを支援
• デジタル庁職員/

アジャイル有識者
１～15名

役割ごとの想定タスク・担当者・人数

※1 例えば、POの異動を見据えた引継ぎ期間として一時的に2名体制にする、POの作業事務をサポートする人員（POスタッフ）を配置する等、プロジェクトに応じて柔軟に担当者を割り当てることを許容する
※2 想定利用者に対するアンケートを通じたフィードバック取得等を想定
※3 プロダクトオーナーが考えるプロダクトで達成したいことや、そのために実現したいこと等、プロダクトオーナーとしての意向を開発者に伝えるという意味で仲介役と記載
※4 スプリントの期間中に対応したプロダクトバックログアイテムの完了の確認を指す
※5 スクラムマスターや開発者の想定タスクの詳細については「スクラムガイド」を参照

スクラムチーム

プロダクト
オーナー
（PO）

2

プロダクト
決裁責任者

1

ガバナンスや人材育成等の観点で
スクラムチームを支援

凡例

内製必須（デジタル庁職員）

内製または外部委託（ベンダー）

内製または外部委託（アジャイル有識者）

プロダクト
オーナー補佐
（PO補佐）

3

スクラム
マスター
（SM）

開発者

4 5

アジャイル
CoE

6



論点③におけるパターン②に対する仮説は以下のとおりです。
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仮説

• 概要：他スクラムチームと連携しながら、基幹システムを開発するプロジェクト
• 利用者：他省庁の職員
• 他スクラムチームとの連携：必要
• スクラムチームのメンバー：10人

パターン②

パターン②におけるデジタル庁アジャイル開発体制（案）※1

ガバナンスや人材育成等の観点で各スクラムチームを支援
アジャイル

CoE

6

プロダクト
決裁責任者

1

※1 パターン②における①～⑥の想定タスクや想定担当者等の詳細は、パターン①と概ね同じになる想定、なお、パターン②における開発者の想定人数は7名程度を想定

※2 チーフPOはPOチームにおけるリーダーとしてチームで出た意見の取り纏めを行い、取り纏め結果をプロダクト決裁責任者に共有した上で承認を実施する役割。各スクラムチームにおけるPOのうち1名が実施

※3 エピックとは、1回のスプリントでは終わらないテーマ性をもった価値のまとまりを表したもの

POチーム

チームAの
PO

2

チームBの
PO

2

チームCの
PO

2 POチームの役割
• エピック※3の優先順位付け
• リリース計画の調整
• 各チームの開発状況の共有チーフ

PO※2

凡例

内製必須（デジタル庁職員）

内製または外部委託（ベンダー）

内製または外部委託（アジャイル有識者）

スクラムチームA

PO

2

PO補佐

3

SM

4

開発者

5

スクラムチームB

PO

2

PO補佐

3

SM

4

開発者

5

スクラムチームC

PO

2

PO補佐

3

SM

4

開発者

5

POは各スクラムチームとPOチームを兼任



論点①では、プロダクトオーナー選定条件と育成施策について議論していただきます。
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• 今後スクラムフレームワークを用いたアジャイル開発を進めていく場合、意思決定の役割を担うプロダクトオーナーはデジタル庁職員
が担うべき※1であると考えられる一方で、デジタル庁職員の大半はプロダクトオーナー未経験であると推測される。

• そのため、どのような条件でプロダクトオーナーを選定すべきか。ないしは官公庁におけるアジャイル開発のプロダクトオーナーとし
て必要な要素は何か。

• また、プロダクトオーナーを担える職員を今後デジタル庁内で増やしていくにはどのような育成施策を実行していくべきか。

論点

• 昨年度の「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」において、「外部ベンダーとして
共同で開発する場合、発注者側からプロダクトオーナーを立てること、One Teamのメンバーとして開発に歩み寄れることが肝要」
という記載がある。また第２回有識者検討会の議論の中でプロダクトオーナーの育成の重要性について有識者からコメントがあった。

• いただいた意見をもとに「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」のチェック項目（プロダクトオーナーの条件に関する
チェック）の作成を行いたい。

論点設定の
背景・理由

仮説

プロダクトオーナー
選定条件（案）※2

プロダクトオーナー
育成施策（案）

以下の3つの観点で条件設定することを想定（各観点に関する詳細な条件は次頁に記載）
• （A）プロダクトとアジャイル開発に関する理解（マインドセット）がある。
• （B）プロダクトオーナーに必要なスキルを有している。
• （C）プロダクトオーナーに必要なタスクを実施するための稼働が確保できる。

【今後プロダクトオーナーを担う予定の職員に対する育成施策】

• プロダクトオーナーの役割・責任、プロダクトバックログ管理といった実践的スキルを習得できる研修等、
プロダクトオーナー向けの研修を受講できる環境を庁内で整備する。

【プロダクトオーナーを実践中の職員に対する育成施策】

• 庁内外から招聘したアジャイルコーチがプロダクトオーナー補佐としてスクラムチームに入り、伴走型で支援を
行う。

• 予算管理等のプロジェクト管理業務を、プロダクトオーナーとは別の者が担い、プロダクトオーナーが
プロダクト開発に集中できる支援体制を構築する。（東京都の事例では、プロダクトオーナーではなく
「全体統括」が予算や全体スケジュールに対する意思決定を担うことで支援。）

※1  デジタル庁が一部関与はするが、他省庁がメインで開発を進めるプロジェクトの場合は、他省庁の職員がプロダクトオーナーを担うことを想定
※2 「行政におけるアジャイル開発の実践に向けた調査研究＜プロジェクト実践編＞－準委任契約に基づくアジャイル開発の本格導入に向けて－報告書」のP.24 A-2-3. PO候補の選定を参考に記載

第４回検討会資料より再掲



正しいマインドセットを備え、プロダクトオーナーに必要なスキルを継続的に発揮できるだけの稼働時

間を確保してこそ、プロダクトオーナーは機能すると考えます。

2-2. 論点①：プロダクトオーナー選定条件と育成施策（2/3）

23
※1 前提としてプロジェクト自体（リリースまでに必要な手続やプロジェクト関係者 等）の理解もしておく必要がある
※2 推奨なので満たせなくてもよい

観点設定の
背景・考え方

• プロダクトオーナーはスクラムチームにおける意思決定を担うため、単一障害点になりやすく、プロダクトオーナーが機能しない場合、
スクラムチームが機能不全に陥ってしまう可能性が高くなる。

• 正しいマインドセットを備え、プロダクトオーナーに必要なスキルを継続的に発揮できるだけの稼働時間を確保できるかがポイントである。

観点

（A）プロダクトと
アジャイル開発に対する理解
（マインドセット）がある

（C）プロダクトオーナーの
稼働が確保できる

（B）プロダクトオーナーに
必要なスキルを有している

• プロダクトの中長期の目標を設定し、チームを牽引するリーダーシップがある

• 多数の関係者と協調、建設的な交渉を行うためのコミュニケーション能力がある

• 価値を基準とした優先順位付け、意思決定ができる判断力がある

• プロダクトに関する副次的な知識（会計や人事等の利用者の業務領域に関する
知識、開発に要する技術への具体的な理解）を有している

Registered Product Owner®研修の
資料やScrum inc Japanのブログ等
を参考に記載

必須

推奨※2

プロダクトオーナー選定条件（案）

• アジャイル開発導入の効果、及びアジャイルの価値観を理解し、自らの言葉で
周囲に伝えられる

• 開発対象のプロダクトが「誰にどのような価値を提供するか」を自らの言葉で
周囲に伝えられる※1

• プロダクトオーナーのタスク（プロダクトバックログアイテムの作成やリリース
に向けた関係者調整 等）にかけられる稼働がスプリント期間のうち50%以上
確保でき、スクラムイベントに参加できる

参考情報

「行政におけるアジャイル開発の実
践に向けた調査研究＜プロジェクト
実践編＞－準委任契約に基づくア
ジャイル開発の本格導入に向けて－
報告書」 のP.24を参考に記載

稼働の目安となる公的な資料が
見つけられなかったため、
必要な稼働割合について議論してい
ただきたい（詳細は次頁を参照）

必須

必須

必須

区分
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サンプルケースを題材に、プロダクトオーナーとして目指すべき状態の達成に向けた必要な稼働割合に

ついて議論していただきます。

2-2. 論点①：プロダクトオーナー選定条件と育成施策（3/3）

24※ スプリントプランニング、スプリントレビュー、スプリントレトロスペクティブに参加することを想定（デイリースクラムへの参加は必須ではない）

• サンプルケースとして、以下2つのパターンのプロジェクトを示します。

✓ パターン①：新規プロダクト開発として、小規模なWebアプリを開発
するプロジェクト

‒ 利用者：国民

‒ 他スクラムチームとの連携：不要

‒ スクラムチームのメンバー：５～７人

✓ パターン②：他のスクラムチームと連携しながら、基幹システムを開発
するプロジェクト（開発対象としては特定の一つの領域（会計、人事
等）をスクラムチームが開発を担うことを想定）

‒ 利用者：他省庁の職員

‒ 他スクラムチームとの連携：必要

‒ スクラムチームのメンバー：10人

プロダクトオーナーとして目指すべき状態（案）

• 以下にプロダクトオーナーとして目指すべき状態（案）を示します。

✓ リリースに向けた計画の更新ができており、スクラムチーム外の関係
者と協調、建設的な交渉ができている

✓ スクラムチームのメンバー（スクラムマスター、開発者）と会話をし、
スプリントにおけるプロダクトバックログアイテムの開発状況が把握
できている

✓ プロダクトバックログアイテムの作成、詳細化、優先順位の入れ替え
がスプリント毎に実施できている

✓ プロダクトの利用者からのフィードバックを定期的に収集している

✓ プロダクトバックログアイテムの受け入れ判断（動作確認）ができて
いる

✓ プロダクトゴールの達成に向けて、スプリントゴールの作成ができて
いる

✓ スクラムイベント※に毎回出席し、プロダクトオーナーとしての意思決
定ができている

サンプルケース

上記2点を踏まえ、プロダクトオーナーに必要な稼働割合について議論していただきます。
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参考. 東京都によるプロダクトオーナー育成施策

25

東京都では、プロダクトオーナーアドバイザー（POA）というプロダクトオーナーを補佐するロール

（役割）を新設し、全体統括のデジタルサービス部局がリソース管理・予算の管理等を行うことで

プロダクトオーナーを支援する体制を構築しております。

※ 「東京都アジャイル型開発に係るプレイブック」を参考に記載

東京都におけるアジャイル開発体制※

凡例
スクラムガイドの記載にはない、
東京都独自の取組部分

＜役割＞
• 開発経験が浅い又はないプロダクト
オーナーをサポートする役割

• スクラムに不慣れなプロダクト
オーナーがプロジェクトをスムーズに
先導できるように助言・相談を行う

＜タスクの例＞
• プロダクトオーナーのサポート
• 要件整理の支援やプロダクト
オーナーが主導で進めるスクラム
イベント（会議）の推進（代行）

• プロダクトオーナーとしての立ち
振る舞い方・考え方の伝授

＜役割＞
• 全プロジェクトの統括、進行管理
及びプロジェクト運営の推進を
行う。

• 予算や全体スケジュールに対する
意思決定は、プロダクトオーナー
ではなく全体統括が行う（但し
プロダクトに関する意思決定は
各局プロダクトオーナーが担う）

＜タスクの例＞
• 全プロジェクトの最適化のもと、
各プロジェクトのリソース計画策
定/予算管理

• 受託事業者の調整(全体的な事柄)
• 各局プロダクトオーナーとの
調整・相談等
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参考. 政府におけるITガバナンス体制

26※1  「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」を参照
※2 「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」では役割の定義がないため、事務局の想定で記載

政府におけるITガバナンス体制の全体像※1 PJMOの構成員の役割※1

プロジェクト
推進責任者と
プロジェクト
推進管理者の
いずれかが

プロダクトオーナーの
役割を果たす※1

プロジェクト
推進責任者

プロジェクト
推進管理者

情報システム
管理者

制度所管部門
管理者

業務実施部門
管理者

その他構成員

PJMOに、プロジェクト推進責任者を置くものと
し、サービス・業務改革並びにこれらに伴う政府
情報システムの整備及び管理に関する事項につい
ての企画立案に関する事務を総括するものとする。
プロジェクト推進責任者は、デジタル統括責任者
が指名するものとする。

PJMOに、プロジェクトの管理等の観点から、
プロジェクト推進責任者を補佐するため、
プロジェクト推進管理者を置くものとする。
プロジェクト推進管理者は、プロジェクト推進
責任者が指名するものとする。

情報システム責任者を補佐するものとして、
情報システム管理者を置く。情報システム管理者
は、情報システム責任者が指名するものとし、
プロジェクト推進管理者及び情報システムセキュ
リティ管理者が兼務することができるものとする。

制度を所管している部門の管理者※2

業務を実施している部門の管理者※2

開発担当チーム等、その他の構成員※2

第４回検討会資料より再掲
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３．今後のスケジュール
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3-1. 次回の開催日とアジェンダ

次回、第７回有識者検討会（１月2８日（水）開催予定）では、「会計監査・会計検査、最初のスプリン

ト開始前の準備事項」というテーマで議論していただきます。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

次
回
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